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（様式１） 

令和３年●月●日 

地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業補助金 

事務局長 殿 

 

＜実証実施法人＞ 

補助対象者（代表） 

（〒□□□－□□□□） 

所在地 □□□□県□□□市□□□－□□－□ 

企業・団体の名称 ■■■■株式会社 

代表者役職及び氏名 代表取締役社長 □□□□                     

 

補助対象者 

（〒□□□－□□□□） 

所在地 □□□□県□□□郡□□□町□□－□□－□ 

企業・団体の名称 ●●●●株式会社 

代表者役職及び氏名 代表取締役社長 □□□□                    

 

 

 

令和３年度 地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業補助金 

公募申請書 

 

 

 令和３年度 地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業補助金の公募要領に定める要件、

注意事項等にすべて了解した上で、下記のとおり、公募について申請します。 

 また、当社は地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業補助金の交付を受ける者として、

下記４．に定める不適当な者のいずれにも該当しません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約

に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

１． 申請する事業類型（該当の番号に○印） 
 

１ 通常型（５地域以上） ２ 広域展開型（１０地域以上） 

 

２．提案する事業計画 
 

課題解決プロジェクト名 
〇〇〇広域圏の買い物困窮者に対する圏内商店街との連携による注文・

配送サービスシステムの実証事業 

事業内容 事業計画書（様式２）、補助事業の収支計画書（様式３）のとおり 

 

 

 

 

 

申請の手引き（記載要領） 
地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業補助金提出書類の作成にあたっては 

以下の記載要領を参考にしてください。 

・本補助金を活用して実証事

業を行う事業者（補助対象

者）が「実証実施法人」に

あたります。複数の補助対

象者となる場合は、代表を

決めてください。 

・補助対象者となる実証実施

法人は、それぞれ、郵便番

号、所在地、企業・団体の

名称、代表者役職及び氏名

を記載してください。 

・欄が不足する場合は追加し

てください。 

・申請する「課題解決プロジェクト名」を記
載してください。 

・可能な範囲で、どのような地域・社会課題
に対応したプロジェクトであるか分かるよ
うにしてください。 

１通常型(５地域以上)または２広域展開型(10 地域以
上)のどちらかに〇をしてください。 
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３．財務状況 

決算書[直近３期分]添付のとおり 

 

※設立１年未満の法人は、事業計画書及び収支予算書。設立３年未満の法人は、直近（１期

分もしくは２期分）を添付のこと。 

 
注.補助対象者となる実証実施法人は、それぞれ、郵便番号、所在地、企業・団体の名称、代表者役職及び氏名を記載 

してください。添付書類は、各事業者分について提出が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

４．補助金交付を受ける者として不適当な者 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）

であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支

店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう）の代表者、団体である場合は代表

者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ）が、暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）であるとき 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関

係を有しているとき 

 

５．補助要件等の確認 
 

区分 
補助対象となる 

実証実施法人名 

補助率等の要件 

類型 補助率 

代表 ■■■■株式会社 中小企業 ２／３ 

 ●●●●株式会社 中小企業 ２／３ 

    

合 計 ２社  

 

※ 補助対象者となる実証実施法人について 

①中小企業の場合は、類型に「中小企業」、補助率に「２／３」と記入。 

②一般社団法人、一般財団法人、特定非営利活動法人の場合は、類型に各法人格（一般社団法人、

一般財団法人、特定非営利活動法人）、補助率に「２／３」と記入。 

③中小企業者ではない地域未来牽引企業または地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画

の承認事業者は、それぞれ類型に「地域未来牽引企業」または「未来法に基づく承認事業者」と

記入、補助率に「１／２」と記入。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本補助金を活用して実証事業を行う「実証実施法人（補助対象者）」は、決算書を提出して

ください。 

・複数の「実証実施法人（補助対象者）」で申請する場合は、それぞれの決算書を提出してく

ださい。 

・①～③にしたがって「類型」「補助率」を記載してください。 

・③の場合は補助率も異なります。公募要領の「補助対象者」「事業類型、補助率及び補助上

限額等」も合わせて確認してください。 

・注意事項に従い、書類提出をお願いいたします。 
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６．事業計画全体の経費配分表 

※ 補助対象となる実証実施法人の補助金申請額の経費配分を記載してください。 

区分 

補助対象となる 

実証実施法人名 

経費配分の内訳 （単位：円） 備考 

補助事業に 

要する経費（税込み） 
補助対象経費 補助金申請額注1 

（免税事

業者注3） 

代表 ■■■■株式会社 16,500,000 

 

15,000,000 

 

10,000,000 

 

 

 ●●●●株式会社 9,000,000 9,000,000 6,000,000 〇 

      

合計注2 ２社 25,500,000 

 

24,000,000 

 

16,000,000 

 

 

 

注１．補助金申請額は、補助対象経費に補助率（１／２又は２／３）を乗じて得た金額以内になります（小数点以下切捨て）。 
注２．補助金申請額の合計は、事業類型毎の補助上限額（通常型）３，５００万円以内、（広域展開型）４,５００万円以内となります。 

注３．消費税の納税義務が免除される事業者は、備考欄に〇印をつけ、補助対象経費・補助金申請額は消費税込みで記載してください。 

   消費税の納税義務者（課税事業者）は、補助対象経費・補助金申請額は消費税抜きで記載してください。 

 

※本様式は必要に応じて、記載欄を追加すること。 

 

 

・補助対象となる実証実施法人ごとに補助申請額の経費配分を記載してください。「様式３_

補助事業の収支計画」の支出で整理した各実証実施法人の小計を上記の表に転記します。 

・上記の注１から注３もふまえて記載してください。 

・消費税の納付義務が免除される事業者は、備考欄に〇印をつけてください。補助対象経

費・補助金申請額は消費税込みで記載してください。 

・消費税の納税義務者は、補助対象経費・補助金申請額は消費税抜きで記載してください。 

様式 3 

・「補助事業に要する経費(税込み)」と「補助金申請額」は

収支計画書(様式３)の１.収入の「合計額(自己資金+補助金

充当額)」と「補助金充当額」と同額になります。 


